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平成21年度志木市の取組み
　平成21年度当初予算が市議会において可決成立しました。「広報しき」３月号では、主な事業など予
算案の概要をお知らせしましたが、今月号では、予算に基づく市の取組みについてお知らせします。

平成21年度 一般会計当初予算額 163億6,700万円
 （対前年度比1.6％減）

①災害に強い街づくり
②防犯面・危機管理面での安心で安全な街づくり
③市民の健康面での安心・安全づくり
④財政の健全化

　市の平成21年度一般会計当初予算額は、163億6,700万円で対前年度比2億6,700万円、率にして1.6％の減となっています。対
前年度比でマイナス予算となっていますが、平成20年度に行った西原特定土地区画整理事業区域内の多目的公共施設用地の土
地買い戻しにかかる要因（予算額約3億円）を除くと、対前年度比約3,000万円、率にして0.2％の増となっており、厳しい経済環
境で歳入が伸び悩むなか、さまざまな政策課題に取り組むことができたものと考えています。

　歳入面では、歳入の大半を占める市税において、経済状況の悪化による法人市民税収入額の減などがある反面、納税義
務者の増加などによる個人市民税収入額の増や土地の負担調整措置等による固定資産税収入の増などにより、市税総額で
約103億6,000万円、対前年度比0.4％の増を見込んだほか、国や県から譲与・交付される地方譲与税や地方交付税などが減
額されることが見込まれるため、歳入総額では、163億6,700万円となり、対前年度比1.6％の減の歳入予算となっています。

一般会計歳入
163億 6,700万円

利子割交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金
ゴルフ場利用税交付金
地方消費税交付金
自動車取得税交付金
地方特例交付金
交通安全対策特別交付金

4,200 万円（0.3％）
1,600 万円（0.1％）

500 万円（0.1％未満）
550万円（0.1％未満）

4億 8,100 万円（2.9％）
6,200 万円（0.4％）

1億 2,200 万円（0.7％）
900 万円（0.1％）

分担金及び負担金
使用料及び手数料
財産収入
寄附金
繰越金
諸収入

2億 0,700 万円（1.3％）
8,533 万円（0.5％）

450 万円（0.1％未満）
1万円（0.1％未満）

2億 5,000 万円（1.5％）
1億 5,253 万円（0.9％）

市税
103 億 5,918 万円
（63.3％）

繰入金
9億 6,096 万円
（5.9％）

地方譲与税
1億 2,600 万円
（0.8％）

地方交付税
4億 8,800 万円
（3.0％）

国庫支出金
12 億 6,108 万円
（7.7％）

県支出金
6億 9,700 万円
（4.3％）

市債
10 億 3,290 万円
（6.3％）

自主財源
（73.4％）

依存財源
（26.6％）

自主財源・依存財源構成比

平成 20年度
（166億 3,400 万円）

平成 21年度
（163億 6,700 万円）
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自主財源：74.6％
（124 億 0,156 万円）

依存財源：25.4％
（42 億 3,244 万円）

自主財源：73.4％
（120 億 1,952 万円）

依存財源：26.6％
（43 億 4,748 万円）

※この記事の中では、1万円未満を四捨五入しています。
　そのため、合計が合わない場合があります。
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　人件費は総額で約39億5,800万円、対前年度比は微増であり、人件費が歳出全体に占める割合は24.2％で約4分の1を占め
る状況となっています。
　扶助費は、総額で約27億7,300万円、対前年度比約1億2,100万円、率にして4.6％の増となっています。
　主な増要因として、児童手当をはじめとする児童福祉に要する経費は9億1,269万円で、対前年度比約6,700万円の増、ま
た経済状況の悪化による市民生活のセーフティネット機能を果たすために、生活保護に要する経費が対前年度比約3,500万
円増の9億386万円などとなっています。
　人件費、扶助費及び公債費で構成される義務的経費は約84億4,000万円で、対前年度比約1億4,100万円の増であり、歳出
全体に占める割合は51.6％で2分の1をこえる状況となっています。
　道路や学校などの施設整備に要する経費である投資的経費は約4億2,100万円で、対前年度比約2億9,300万円、41.1％の減
となっています。これは、平成20年度に行った西原特定土地区画整理事業区域内の多目的公共施設用地を買い戻す金額約
3億円が減になったことが主な要因で、この要因を除いた投資的経費については、前年度予算額以上を確保しています。

　民生費は57億3,520万円で、対前年度比約2億2,300万円、率にして4.1％の増となっています。主な内容としては、子ども
医療費の助成に要する経費として5,900万円、また介護保険特別会計への繰出金について、介護給付費の増加や介護報酬の
改定などが見込まれるため対前年度比約4,600万円増の3億2,881万円などとなっています。
　なお、志木市の介護保険料の月額基準額2,842円は、現在、県内市町村のうち最低額ですが、平成21年度についても現状
の保険料を維持し、市民の皆さんにご負担をかけないことを最優先に考えてまいります。
　教育費は20億8,123万円で、平成20年度当初予算での志木中学校の増築工事などの要因を除くと、対前年度比約1億3，
200万円の増となっています。主な内容としては、小中学校のロッカー整備など、快適な学校づくり推進事業に要する経
費（3,938万円）を含む学校管理費が、小中学校合わせて7億759万円、また、新しい学習指導要領への移行に対応するため、
小学生に外国語活動を取り入れることなどを含む教育振興費が小中学校合わせて2億2,159万円などとなっています。

一般会計歳出
（性質別）

163億 6,700万円

貸付金
積立金
予備費

2,220 万円（0.1％）
1,564 万円（0.1％）
3,240 万円（0.2％）

補助費等
24億 0,443 万円
（14.7％）

普通建設事業費
4億 2,072 万円
（2.6％）

繰出金
17 億 8,543 万円
（10.9％）

人件費
39 億 5,763 万円
（24.2％）

義務的経費
84億 4,012 万円
（51.6％）

消費的経費
56 億 5,050 万円
（34.5％）

その他の経費
18 億 5,567 万円
（11.3％）

投資的経費
4億 2,072 万円
（2.6％）

扶助費
27 億 7,308 万円
（16.9％）

公債費
17 億 0,941 万円
（10.5％）

物件費
30 億 3,011 万円
（18.5％）

維持補修費
2億 1,596 万円
（1.3％）

一般会計歳出
（目的別）

163億 6,700万円

消防費
7億 7,340 万円
（4.7％）

教育費
20 億 8,123 万円
（12.7％）

公債費
17 億 0,941 万円
（10.5％）

予備費 3,240 万円
（0.2％）

議会費 1億 7,372 万円
（1.1％）

総務費
26 億 5,674 万円
（16.2％）

民生費
57 億 3,520 万円
（35.0％）

衛生費
14 億 0,988 万円
（8.6％）

労働費 2,231 万円
（0.1％）

農林水産業費 3,200 万円
（0.2％）

商工費 4,734 万円
（0.3％）

土木費
16 億 9,338 万円
（10.4％）

一般会計歳出（性質別）構成比

平成 20年度
（166億 3,400 万円）

平成 21年度
（163億 6,700 万円）

（単位：万円）

829,914 580,604 181,496

71,386

42,072

844,012 565,050 185,567

義務的経費 消費的経費
投資的経費

その他その他

義務的経費　　消費的経費　　投資的経費　　その他の経費

一般会計歳出（目的別）構成比

平成 20年度
（166億 3,400 万円）

平成 21年度
（163億 6,700 万円）

（単位：万円）

313,990 551,175

17,915

132,304
175,770

77,839
171,783

209,445

208,123

573,520265,674 140,988
77,340

169,338
170,941

総務費 民生費 公債費公債費

13,179

13,40517,372

議会費　　総務費　　民生費　　衛生費　　その他　　土木費　　消防費　　教育費　　公債費議会費　　総務費　　民生費　　衛生費　　その他　　土木費　　消防費　　教育費　　公債費

議会費 衛生費土木費 教育費
その他 消防費




